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当社連結子会社による堀越精機株式会社の株式の取得(連結子会社化)に関するお知らせ 

 

 

当社は、各種産業機器・機械の切削加⼯を⾏う堀越精機株式会社（本社︓東京都⼤⽥区、代表

取締役社⻑︓堀越 秀昭、以下「堀越精機」）の発⾏済み株式の 100%を取得し子会社化するこ

と（以下、「本株式取得」）について、2026 年 1 月 16 日付で決定いたしましたので、下記のと

おりお知らせいたします。 

 

記 

 

1． 本株式取得の目的 

当社は、製造業と製造業に関連する企業の譲受及び譲受企業の経営支援に取り組む連続買

収（譲受）企業です。各社の技術・技能が失われることを防ぎ、次世代に繋ぐことをミッシ

ョンとしており、技術を持つ企業複数社が一緒になることで、強固な企業グループの構築を

目指しております。 

堀越精機の切削加⼯技術は世界のものづくりを下支えする、社会的意義の⾼いものであり、

次世代に繋ぐべきものと考え、株式を取得することにいたしました。  

 当社といたしましては、新たに当社グループに参画する堀越精機を含む譲受先の経営支援

を引き続き推進するとともに、さらなる譲受機会の検討を進めてまいります。 
 
  



 
2． 本株式取得を⾏う連結子会社の概要 

(1)  名称 株式会社 NGTG17 

(2)  所在地 東京都渋谷区渋谷一丁目３番地 18 号Ａ402 

(3)  代表者の役職・氏名 代表取締役 新居 英一 

(4)  事業内容 有価証券の取得及び管理 

(5)  資本⾦ 5 千円 

(6)  設⽴年月日 2025 年 9 月 12 日 

(7)  持分⽐率 株式会社技術承継機構 100% 

※株式会社 NGTG17 は、本株式取得を目的に設⽴された特別目的会社です。 

 

3． 異動する子会社の概要 

(1)  名称 堀越精機株式会社 

(2)  所在地 東京都⼤⽥区⼤森⻄一丁目 16 番 1 号 

(3)  代表者の役職・氏名 代表取締役社⻑ 堀越 秀昭 

(4)  事業内容 各種産業機器・機械の切削加⼯ 

(5)  資本⾦ 16 百万円 

(6)  設⽴年月日 1956 年 5 月 30 日 

(7)  ⼤株主及び持株⽐率 相手先の要望により、非開示とさせていただきます。 

(8)  上場会社と当該会社の関

係 

資本関係 該当事項なし 

人的関係 該当事項なし 

取引関係 該当事項なし 

(9)  本件対象事業の最近 3 年間の経営成績及び財政状況 

 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 

純資産 200 百万円 577 百万円 1,056 百万円 

総資産 1,906 百万円 1,798 百万円 1,702 百万円 

売上⾼ 1,078 百万円 1,149 百万円 1,183 百万円 

営業利益 410 百万円 513 百万円 431 百万円 

経常利益 480 百万円 578 百万円 682 百万円 

当期純利益 320 百万円 377 百万円 479 百万円 

１株当たり当期純利益   10,009 円  11,795 円  14,982 円 

１株当たり配当⾦ ―円 ―円 ―円 

 

 



4． 取得の相手先の概要 

(1)  氏名 相手先の要望により、非開示とさせていただきます。 

(2)  住所 相手先の要望により、非開示とさせていただきます。 

(3)  上場会社との関係 資本関係 該当事項なし 

人的関係 該当事項なし 

取引関係 該当事項なし 

 

5． 取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

異動前の所有株式数 0 株 

取得株式数 32,000 株 

取得価額 2,612 百万円 

異動後の所有株式数 32,000 株（所有割合 100%） 

※取得価額につきましては、法務・財務に関する調査の結果等を合理的に勘案の上、当事者間の

協議を経て、決定しております。なお、取得価額の調達については、一部を⾃⼰資⾦とし、一部 

を⾦融機関からの借⼊とする予定です。 

※アドバイザリー費用につきましては未確定のため記載しておりません。 

 

6． 異動の日程 

契約締結日 2026 年 1 月 16 日 

取引実⾏日 2026 年 1 月 16 日 

 

7． 今後の⾒通し 

本件に伴う当社の連結業績及び財務状況に与える影響につきましては、軽微であると⾒込んで

おりますが、事業の⼤幅な状況変化により財務的影響が生じる場合には、明らかになった時点で

速やかに開示いたします。 

以上 


